
 

 

回・保総・③ 
 

児童福祉法に係る小児慢性特定疾病医療費支給認定 

における自己負担上限額の決定に関する申告書 
 
 

船橋市長 あて 
 

 小児慢性特定疾病医療費支給認定において、自己負担上限額（月額）は、所得状況に基づき

決定されることは了承しており、特別児童扶養手当その他の厚生労働省令で定める給付（※１）

を受けていないことを申告します。（※２） 
  

令和  年  月  日   
              

           （受 診 者）住所 
 

                  氏名               
 

           （申請者※３）住所 
 

                  氏名               
 

受診者との続柄         

                              

 

【留意事項】 

※１ 特別児童扶養手当その他の厚生労働省令で定める給付とは、  
・特別児童扶養手当、障害児福祉手当及び特別障害者手当、福祉手当(特別児童扶養手当等の支給に関する法律) 

・障害基礎年金、遺族基礎年金及び寡婦年金（国民年金法）  

・障害厚生年金、障害手当金及び遺族厚生年金（厚生年金法） 

・障害年金、障害手当金（船員保険法） 

・職域加算額のうち障害又は死亡を給付事由とするもの（改正前国共済法、改正前地共済法） 

・年金である給付のうち障害又は死亡を給付事由とするもの 

（改正前国共済法、改正前地共済法、改正前私学共済法） 

・障害共済年金及び遺族共済年金及び障害一時金（改正前国共済法、改正前地共済法） 

※２４年に共済法は廃止され、厚生年金法に一元化（平成二十四年一元化法） 

・障害共済年金（移行農林共済年金）、障害年金、特例年金給付のうち障害を支給事由とするもの（移行農林年金） 

・障害補償給付及び障害給付（労働者災害補償保険法） 

・特別障害給付金（特別障害給付金の支給に関する法律） 

・障害補償等（国家公務員災害補償法、地方公務員災害補償法及び同法に基づく条例の規定） 

※２ なお、虚偽の申告を行った場合、児童福祉法第１９条の６第１項第３号により支給認定

が取り消される場合があります。また、児童福祉法第５７条の２第３項により支給した特

定医療費を徴収する場合があります。 

※３ 支給認定申請書の申請者欄に記載されている方と同一となります。 

 
 

別紙１ 
◎非課税に該当する方のみ記入 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%8e%4f%8e%6c&REF_NAME=%93%c1%95%ca%8e%99%93%b6%95%7d%97%7b%8e%e8%93%96%93%99%82%cc%8e%78%8b%8b%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8c%dc%81%5a&REF_NAME=%98%4a%93%ad%8e%d2%8d%d0%8a%51%95%e2%8f%9e%95%db%8c%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%8b%e3%88%ea&REF_NAME=%8d%91%89%c6%8c%f6%96%b1%88%f5%8d%d0%8a%51%95%e2%8f%9e%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%93%f1%88%ea&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8c%f6%96%b1%88%f5%8d%d0%8a%51%95%e2%8f%9e%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=

